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論 文 内 容 の 要 旨
本研究 は,1960年代中期か ら1980年代中期 までの約20年間にわたって米国において展開 された
教員セ ンター運動(TeacherCenterMovement)の歴史 とその理論的 ・社会的背景 を探 るなか
で,米 国における教員研修改革の構造 と論理 を明 らか にする ことを目的 としている。教員セ ンタ
ー運動は,米 国における第2次 大戦後最大の教員研修改革運動であった。 しか し,こ れまで,わ
が国のみな らず米国において も,そ の全体像 についての検討が十分行われてお らず,歴 史的評価
が未だ下 されていない。本研究は,こ の未解決の課題 に応えるべ く行われた教員セ ンター運動 に
ついての歴史的研究である。
米国の教員セ ンター運動は,教 師教育(養 成 ・研修)に おける関係諸機関(大 学 ・教育委員会
等)の 「共同体制」 をどう作 るか という問題 及び,学 校での研修 と教員の自主性を生か した研
修 をどう支援す るかという問題に対する取 り組みとして生まれた。本研究では,米 国にお ける教
員センター運動の歴史を,こ の 「共同管理機構 」 としての教員センター と,学 校での研修や 自主
的研修への支援 の 「場」 としての教員センターの,二つの理念の合流や対立の歴史 として捉えた。
そ して,こ の視点か ら教員セ ンター運動の成立 ・発展 ・終焉の過程 を探求する ことによって,米




紀末か らの米国の教員研修制度の歴史 を辿 りなが ら,第2次 大戦前までに,教 員免許や給与 と関
連づけられた大学での研修制度が大規模 に整備され,ま た,戦 後 には,学 区教育委員会 による研
修が整備されてきた経緯 を明 らか にした。最後に,教 員セ ンター運動が始 まる1960年代末～1970
年代初めまでに米国の教員研修制度が抱えていた課題 を示 した。
第1部(第3・4・5章)に おいては,「共同管理機構」 としての教員セ ンター構想 の成立 と展開
について検討 した。この構想は,1969年に,連邦教育局 と全米教育大学協会の協力によって,大学に
よる教員の養成 と研修の限界 を克服す る方策 として考え出されたものであ り,当初は 「訓練機構」
と呼ばれていた。その後,この構想は,連邦教育局内部で検証 と試行がなされ るなかで次第に 「教員
センター」 と呼ばれるようにな り,ま た,全 米規模 の構想に拡大するが,1972年,ニクソン政権
が正式 に採用することを拒否したため,その開発は挫折 した。 ここでは,こ の一連のプロセス を,
連邦教育局の教員センター開発の責任者であった ドン ・デイビーズ と教育職員開発課の動 きを中
心に明 らかにした。
第II部(第6・7・8・9章)で は,教 員の自主的研修や学校での研修 を援助す る 「場」 とし
ての英国型教員セ ンターの普及 と,共 同管理型セ ンターのその後 の展開について分析 した。英国
型セ ンターの普及を担ったのは,教 員個人のニーズを満たす 自主的研修を推進する草の根教員セ
ンターと,教 職 の専門職的 自律性 を主張 し研修行政の教員支配 をめざす教員組合であった。他方,
全米教育大学協会は,連 邦 レベルでは失敗 したものの,共 同管理型セ ンターの開発を継続 してお
り,結 局,教 員セ ンター運動は,1970年代の半ば まで には,こ れ ら三つのグループによって推進
されていた。 ここでは,そ れぞれのグループの取 り組みの実態 とその理論的 ・社会的背景 を明 ら
かにした。
第皿部(第10・11・12章)においては,教 員セ ンターが連邦の正式な教育プログラム として採
用 され ることになった!976年の連邦教員セ ンター法の成立過程 と,そ れに対す る関係者の反応 に
ついて検討 した。連邦教員セ ンター法の原案は,民 主党のモンデール上院議員と教員組合 によっ
て作成 されたが,そ の最大の眼 目は,研 修政策を教員が決定す るための委員会 の設置 にあった。
しか し,全 米教育大学協会は,教 員研修に関する大学 の伝統的な役割が奪われると危惧 し,こ の
法案の成立に抵抗 した。 ここでは,連 邦議会の審議録 の分析を中心 に連邦教員セ ンター法及びそ
の後の施行規則 の成立過程を詳細 に検討す るとともに,そ の成立に対す る関係団体の反応 と対応
を明 らかに した。
第IV部(第!3・14章)においては,1976年連邦教員セ ンター法の実施状況と,教員セ ンター運動の
終焉について検討 した。まず,4種類の全国調査の結果 と教員セ ンター運動を リー ドしてきた関係
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者 による雑誌論文 を分析 し,連 邦教員セ ンター法 と教員センター運動の抱える課題 を示 した。次
に,1980年代 に入 り,レ ーガ ン政権の成立 とともに急速 に衰退す る教員セ ンター運動の実態 と背
景を探るとともに,1983年の 『危機 に立つ国家』に始まる全米的教育改革運動 との関連性につい
て も検討 し,特 に,1986年以降の 「第二の改革 の波」に教員セ ンター運動の理念が新たなかたち
で受け継がれた ことを明らかにした。
最後に結論 として,各 章の要約 と全体的考察,及 び,今 後 の課題を示 した。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
教員の資質向上をもた らす研修体制の整備は,養 成制度の整備 と並んで,教 師教育制度改革の
基本的課題である。本研究は,米 国において第二次大戦後最大の教員研修改革運 動 とされる教員
セ ンター運動 を取 り上げ,そ の成立か ら終焉に至る過程の分析を通 じて,米 国 における教員研修
改革の理論 と構造 を明 らかにしよ うとしたものである。本研究の意義 ・特徴 として,以 下の点を
挙げる ことができる。
第一に,本 研究が 日本の教員研修の課題 を受けて行われた ことである。まず,序 論 において,
日本の教育研修の課題を 自主研修 と行政研修の統合,学 校 を基盤 とする研修体制の確立,関 係諸
機関による総合調整(共 同管理)機 構 の設置の三つに整理する。そ して,米 国の教員セ ンター運
動は このいずれの課題 とも関わって注 目されてきたとして分析を進 め,結 論部分 において,大 学
・教育委員会 ・学校 の共同システムの構築 の必要性など,本 研究が 日本の教員研修改革に対 して
示唆する有効な視点を分析結果か ら導き出している。
第二に,上 述 したように,米 国の教員センター運動の成立か ら展 開,終 息 に至 る全過程を対象
としていることである。米国の教員センターへの注 目にも拘わ らず,日 本の先行研究 は上記 いず
れかの課題に関わる断片的分析や個別事例 の紹介にとどまっていた。米国においては,運 動の高
揚 とともに多 くの研究が発表されるが,運動全体 を射程に入れた研究は不十分である。本研究は,
教員センター運動の各時期に出された多 くの関連研究論文 自体を主要資料の一つ として対象化 し,
運動の成立か ら終息に至る過程 を描き出している。
第三に,教 員セ ンター構想を 「共同管理機構」 としてのセ ンター と,自 主的研修や学校におけ
る研修の支援 の「場」としてのセ ンターの二つのタイプに整理 し,両 者の合流や対立の流れ として
米国の教員セ ンター運動 を捉えていることである。前者 に関しては 日本の理科教育センター(教
育研 修セ ンターの前身)の 影響が,後 者 については英国の教員セ ンターの影響が分析され,日 英
との比較 の視点 を取 り込みなが ら米国教員セ ンターの類型化がなされている。
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第四 に,教 員センター運動が連邦政治のダイナミズムとの関連で分析されていることである。
例えば,全 米教育大学協会と連邦教育局によって進め られた 「共同管理機構」型セ ンター開発の
ニ クソン政権下での挫折であ り,また,レ ーガ ン政権下での新保守主義の政治理念 に基づ く連邦
教育費の大幅な削減 に伴 う教員セ ンター運動の衰退である。
論文審査 にお いて,教 員セ ンター運動 と80年代後半以降のスタッフ ・デ ィベロップメン ト,ス
クール ・インプルーブメン ト運動 との関係や,各 教員センター構想の背後 にあった教師像やカリ
キュラム論 に関するより掘 り下げた分析が,課 題 として指摘 された。 こうした検討項 目は残 され
ているが,米 国教員セ ンター運動全体を対象とし,そ の運動の過程を教員セ ンターをめ ぐる理念
的対立 と連邦政治のダイナミズム とを交差 させて描き出 した本研究は,米 国の教師教育研究に多
くの新 しい知見 を加えるものであ り,高 く評価できる。
よって,博 士(教 育学)の 学位 を授与するに適当 と認める。
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